
年 月 日

　

　
    　

〒 電  話 1

2

3

4

5

6

     7

年 月 日

1

2

3

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

2

3

算

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 千 ㎡

％ 人

番
 

号
概　要

 移転又は設定
に係る権利

種 別

種　類

内　容

内 容 

所　　有　　権

権利者の氏名

番
 

号 所 有 者 の 住所

所　　　　　　有　　　　　　権

所有者の氏名

利　用　の
現        況

対

価

の

額

等

に

関

す

る

事

項
有
・
無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

実

測

清

移転又は設定の態様

内容所有者の氏名所有者の住所 種別

物

等

に

関

す

る

事
項

土

地

に

存

す

る

工
作

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利

所 有 権 以 外 の 権 利

権利者の住所

1

堅固・非堅固の別

地目（現況）

利用目的に係
る土地の所在

合計（ｂ）平 均（(b)÷(a)）

（受理番号　第            　　号）

　工 作 物 等 に 関 す る 対 価 の 額 等土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

合計

存続期間 残存期間

用途等

合計(ａ)

地代（年額・円）

単　価（円／㎡）

地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

登  記  簿

対価の額（円）面　積（㎡）

 種　別

地           番

利用目的に係
る土地の面積

種　類

特記事項

対価の額（円）

　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

番
 

号

地                     目

契 約 の 相 手 方 （ 譲 渡 人 ） の 住 所

　　　　　　　　　　　国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記

土
 

地
 

に
 

関
 

す
 
る
 

事
 

項

登記簿（㎡）

金 融 保 険 業

商 業

運 輸 業

実  測（㎡）

面                    積

建 設 業

様式第三(様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

製 造 業

新　潟　市　長　　様

権利取得者（譲受人）

住  所

そ の 他

契約締結年月日氏                         名

譲
受
人
業
種

不 動 産 業

利用計画の
概         要

電話

 契約の相手方等
 に関する事項

現      況

登                記                 簿

利
用
の
現
況
の
変
更

※
利

用

目

的

所                                                     在

その他

※         受  付  印

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

都市計画法上の
区　　域

　（市街化区域、市街化調整区域、未線引き都市計画区域、都市計画区域外）
　用途地域（無指定、第　   種低層住居、第　   種中高層住居、第     種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工業専用）

　容 積  率　　  　％
　建ぺい率　  　　％

 その他参考と
なるべき事項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る
事
項

有
・
無

人工面率  計画人口

町  又  は  字
住   居   表   示

氏  名

（担当者）

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

権 利 者 の 住 所

記載例１（一般的な売買）

○○○ー○○○○
新潟市○○区○○1-1-1

025-XXX-XXXX

株式会社 ●●● 代表取締役 ○○ ○○

総務課 □□ □□

025-XXX-XXXX

代理人による提出の場合は委任状が必要
※社員の場合は不要

新潟市□□区□□1-1 株式会社■■ 代表取締役 □□ □ ０ ５ ０ ４  ０ １

法人の場合は代表者氏名まで記載

□□区○○1丁目 １２３番 □□区○○1丁目1番2号 宅地 宅地 2,100㎡ 2,200㎡

実測面積が分かる場合は記入。
登記簿、実測の内どちらかの面積が
基準面積を超えていれば届出が必要

2,100㎡ 2,200㎡

事務所・工場用地 該当なし 該当なし

事務所

工場

木造2階

鉄骨造
平屋

所有権 該当なし

売 買 該当なし

宅地 ２ ２ ０ ０ ０ ０

２ ２ ０ ０ ０ ０

220,000,000

２ ２ ０  ０ ０ ０ ０ ０ ０

 １ ０ ０ ０ ０ ０

引き続き存続する権利がある場合は記載

事務所

工場

７ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４ ７ ０ ０ ０ ０ ０ ０

この欄は必ず記入してください
（可能な限り詳細に記載）

共同住宅 分譲予定⼾数 100⼾

□□区○○1丁目123番 ２ ２ ０ ０ ０ ０
100 → 100 400

 １ ０ ０ ０ ０ ０

200
60

令和５  ４   １０  

開発許可が必要な場合は、許可申請の見通しなどを記載

人工的に手を加える面積の割合の変化 想定人口、計画従業員数など

欄外の数値は切り捨て

1筆ごとに記載。欄が不足する場合は、
別紙に同様の内容を記載し添付



年 月 日

　

　
    　

〒 電  話 1

2

3

4

5

6

     7

年 月 日

1

2

3

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

2

3

算

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 千 ㎡

％ 人

番
 

号
概　要

 移転又は設定
に係る権利

種 別

種　類

内　容

内 容 

所　　有　　権

権利者の氏名

番
 

号 所 有 者 の 住所

所　　　　　　有　　　　　　権

所有者の氏名

利　用　の
現        況

対

価

の

額

等

に

関

す

る

事

項
有
・
無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

実

測

清

移転又は設定の態様

内容所有者の氏名所有者の住所 種別

物

等

に

関

す

る

事
項

土

地

に

存

す

る

工
作

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利

所 有 権 以 外 の 権 利

権利者の住所

1

堅固・非堅固の別

地目（現況）

利用目的に係
る土地の所在

合計（ｂ）平 均（(b)÷(a)）

（受理番号　第            　　号）

　工 作 物 等 に 関 す る 対 価 の 額 等土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

合計

存続期間 残存期間

用途等

合計(ａ)

地代（年額・円）

単　価（円／㎡）

地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

登  記  簿

対価の額（円）面　積（㎡）

 種　別

地           番

利用目的に係
る土地の面積

種　類

特記事項

対価の額（円）

　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

番
 

号

地                     目

契 約 の 相 手 方 （ 譲 渡 人 ） の 住 所

　　　　　　　　　　　国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記

土
 

地
 

に
 

関
 

す
 
る
 

事
 

項

登記簿（㎡）

金 融 保 険 業

商 業

運 輸 業

実  測（㎡）

面                    積

建 設 業

様式第三(様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

製 造 業

新　潟　市　長　　様

権利取得者（譲受人）

住  所

そ の 他

契約締結年月日氏                         名

譲
受
人
業
種

不 動 産 業

利用計画の
概         要

電話

 契約の相手方等
 に関する事項

現      況

登                記                 簿

利
用
の
現
況
の
変
更

※
利

用

目

的

所                                                     在

その他

※         受  付  印

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

都市計画法上の
区　　域

　（市街化区域、市街化調整区域、未線引き都市計画区域、都市計画区域外）
　用途地域（無指定、第　   種低層住居、第　   種中高層住居、第     種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工業専用）

　容 積  率　　  　％
　建ぺい率　  　　％

 その他参考と
なるべき事項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る
事
項

有
・
無

人工面率  計画人口

町  又  は  字
住   居   表   示

氏  名

（担当者）

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

権 利 者 の 住 所

記載例２（賃借権の売買）

○○○ー○○○○
新潟市○○区○○1-1-1

025-XXX-XXXX

株式会社 ●●● 代表取締役 ○○ ○○

代理人 行政書士 △△ △△

025-XXX-XXXX

代理人による提出の場合は委任状が必要
※社員の場合は不要

新潟市□□区□□1-1 株式会社■■ 代表取締役 □□ □ ０ ５ ０ ４  ０ １

法人の場合は代表者氏名まで記載

□□区○○1丁目 １２３番 □□区○○1丁目1番2号 宅地 宅地 2,200㎡

2,200㎡

工場用地 ■■区○○1丁目1-1 該当なし

工場 鉄骨造
平屋 所有権 該当なし

賃借権の売買 ３０年

宅地 ２ ２ ０ ０ ０ ０

２ ２ ０ ０ ０ ０

220,000,000

２ ２ ０  ０ ０ ０ ０ ０ ０

 １ ０ ０ ０ ０ ０

この欄は必ず記入してください
（可能な限り詳細に記載）

共同住宅 分譲予定⼾数 100⼾

□□区○○1丁目123番 ２ ２ ０ ０ ０ ０
100 → 100 400

 １ ０ ０ ０ ０ ０

200
60

令和５  ４   １０  

建物は譲受人が取り壊す。

人工的に手を加える面積の割合の変化 想定人口、計画従業員数など

（株） ▲▲▲

６年 非堅固 300,000
地代変更の特約あり

借地権割合 60
底地権割合 40

権利金、その他一時金相当額を記載

1筆ごとに記載。欄が不足する場合は、
別紙に同様の内容を記載し添付



年 月 日

　

　
    　

〒 電  話 1

2

3

4

5

6

     7

年 月 日

1

2

3

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

2

3

算

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 千 ㎡

％ 人

番
 

号
概　要

 移転又は設定
に係る権利

種 別

種　類

内　容

内 容 

所　　有　　権

権利者の氏名

番
 

号 所 有 者 の 住所

所　　　　　　有　　　　　　権

所有者の氏名

利　用　の
現        況

対

価

の

額

等

に

関

す

る

事

項
有
・
無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

実

測

清

移転又は設定の態様

内容所有者の氏名所有者の住所 種別

物

等

に

関

す

る

事
項

土

地

に

存

す

る

工
作

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利

所 有 権 以 外 の 権 利

権利者の住所

1

堅固・非堅固の別

地目（現況）

利用目的に係
る土地の所在

合計（ｂ）平 均（(b)÷(a)）

（受理番号　第            　　号）

　工 作 物 等 に 関 す る 対 価 の 額 等土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

合計

存続期間 残存期間

用途等

合計(ａ)

地代（年額・円）

単　価（円／㎡）

地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

登  記  簿

対価の額（円）面　積（㎡）

 種　別

地           番

利用目的に係
る土地の面積

種　類

特記事項

対価の額（円）

　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

番
 

号

地                     目

契 約 の 相 手 方 （ 譲 渡 人 ） の 住 所

　　　　　　　　　　　国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記

土
 

地
 

に
 

関
 

す
 
る
 

事
 

項

登記簿（㎡）

金 融 保 険 業

商 業

運 輸 業

実  測（㎡）

面                    積

建 設 業

様式第三(様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

製 造 業

新　潟　市　長　　様

権利取得者（譲受人）

住  所

そ の 他

契約締結年月日氏                         名

譲
受
人
業
種

不 動 産 業

利用計画の
概         要

電話

 契約の相手方等
 に関する事項

現      況

登                記                 簿

利
用
の
現
況
の
変
更

※
利

用

目

的

所                                                     在

その他

※         受  付  印

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

都市計画法上の
区　　域

　（市街化区域、市街化調整区域、未線引き都市計画区域、都市計画区域外）
　用途地域（無指定、第　   種低層住居、第　   種中高層住居、第     種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工業専用）

　容 積  率　　  　％
　建ぺい率　  　　％

 その他参考と
なるべき事項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る
事
項

有
・
無

人工面率  計画人口

町  又  は  字
住   居   表   示

氏  名

（担当者）

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

権 利 者 の 住 所

記載例３（底地権の売買）

○○○ー○○○○
新潟市○○区○○1-1-1

025-XXX-XXXX

株式会社 ●●● 代表取締役 ○○ ○○

代理人 行政書士 △△ △△

025-XXX-XXXX

代理人による提出の場合は委任状が必要
※社員の場合は不要

新潟市□□区□□1-1 株式会社■■ 代表取締役 □□ □ ０ ５ ０ ４  ０ １

法人の場合は代表者氏名まで記載

□□区○○1丁目 １２３番 □□区○○1丁目1番2号 宅地 宅地 2,200㎡

2,200㎡

事務所用地 該当なし

事務所 RC造
4階 該当なし

底地権の売買

宅地 ２ ２ ０ ０ ０ ０

２ ２ ０ ０ ０ ０

220,000,000

２ ２ ０  ０ ０ ０ ０ ０ ０

 １ ０ ０ ０ ０ ０

この欄は必ず記入してください
（可能な限り詳細に記載）

現況利用（賃貸用事務所、RC造4階、延べ面積1,000㎡、1棟）

□□区○○1丁目123番 ２ ２ ０ ０ ０ ０
100 → 100 200

 １ ０ ０ ０ ０ ０

200
60

令和５  ４   １０  

事務所建物 所有者 ▲▲㈱

人工的に手を加える面積の割合の変化 想定人口、計画従業員数など

賃借権
30年
地代
100万
/年

東京都■■区○○1丁目1-1 ▲▲㈱

該当なし

土地に工作物等がある場合に記入

1筆ごとに記載。欄が不足する場合は、
別紙に同様の内容を記載し添付



年 月 日

　

　
    　

〒 電  話 1

2

3

4

5

6

     7

年 月 日

1

2

3

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

2

3

算

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 千 ㎡

％ 人

番
 

号
概　要

 移転又は設定
に係る権利

種 別

種　類

内　容

内 容 

所　　有　　権

権利者の氏名

番
 

号 所 有 者 の 住所

所　　　　　　有　　　　　　権

所有者の氏名

利　用　の
現        況

対

価

の

額

等

に

関

す

る

事

項
有
・
無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

実

測

清

移転又は設定の態様

内容所有者の氏名所有者の住所 種別

物

等

に

関

す

る

事
項

土

地

に

存

す

る

工
作

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利

所 有 権 以 外 の 権 利

権利者の住所

1

堅固・非堅固の別

地目（現況）

利用目的に係
る土地の所在

合計（ｂ）平 均（(b)÷(a)）

（受理番号　第            　　号）

　工 作 物 等 に 関 す る 対 価 の 額 等土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

合計

存続期間 残存期間

用途等

合計(ａ)

地代（年額・円）

単　価（円／㎡）

地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

登  記  簿

対価の額（円）面　積（㎡）

 種　別

地           番

利用目的に係
る土地の面積

種　類

特記事項

対価の額（円）

　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

番
 

号

地                     目

契 約 の 相 手 方 （ 譲 渡 人 ） の 住 所

　　　　　　　　　　　国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記

土
 

地
 

に
 

関
 

す
 
る
 

事
 

項

登記簿（㎡）

金 融 保 険 業

商 業

運 輸 業

実  測（㎡）

面                    積

建 設 業

様式第三(様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

製 造 業

新　潟　市　長　　様

権利取得者（譲受人）

住  所

そ の 他

契約締結年月日氏                         名

譲
受
人
業
種

不 動 産 業

利用計画の
概         要

電話

 契約の相手方等
 に関する事項

現      況

登                記                 簿

利
用
の
現
況
の
変
更

※
利

用

目

的

所                                                     在

その他

※         受  付  印

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

都市計画法上の
区　　域

　（市街化区域、市街化調整区域、未線引き都市計画区域、都市計画区域外）
　用途地域（無指定、第　   種低層住居、第　   種中高層住居、第     種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工業専用）

　容 積  率　　  　％
　建ぺい率　  　　％

 その他参考と
なるべき事項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る
事
項

有
・
無

人工面率  計画人口

町  又  は  字
住   居   表   示

氏  名

（担当者）

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

権 利 者 の 住 所

記載例４（信託受益権の売買）

○○○ー○○○○
新潟市○○区○○1-1-1

025-XXX-XXXX

●●●特定目的会社 取締役 ○○ ○○

株式会社■■ 投資運用部 ○○ ○○

025-XXX-XXXX

代理人による提出の場合は委任状が必要
※社員の場合は不要

新潟市□□区□□1-1 株式会社■■ 代表取締役 □□ □ ０ ５ ０ ４  ０ １

その他の場合具体的な権利を記載

□□区○○1丁目 １２３番 □□区○○1丁目1番2号 宅地 宅地 2,200㎡

2,200㎡

事務所・店舗 ■■区○○1丁目1-1 該当なし

事務所
店舗

RC造
5階

信託
受益権

信託受益権の売買

宅地 ２ ２ ０ ０ ０ ０

２ ２ ０ ０ ０ ０

220,000,000

２ ２ ０  ０ ０ ０ ０ ０ ０

 １ ０ ０ ０ ０ ０

この欄は必ず記入してください
（可能な限り詳細に記載）

賃貸用事務所・店舗ビル

□□区○○1丁目123番 ２ ２ ０ ０ ０ ０
100 → 100 400

 １ ０ ０ ０ ０ ０

200
60

令和５  ４   １０  

譲受人業種：投資法人

人工的に手を加える面積の割合の変化 想定人口、計画従業員数など

▲▲信託銀行㈱

届出書右上の譲渡人業種が「その他」の場合、詳細な業種を記載

（信託受益権）

■■区○○1丁目1-1 ▲▲信託銀行㈱ 賃借権
30年
100万
/年

東京都■■区○○
1丁目1-1

▲▲㈱

該当なし

事務所・店舗 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

1筆ごとに記載。欄が不足する場合は、
別紙に同様の内容を記載し添付



年 月 日

　

　
    　

〒 電  話 1

2

3

4

5

6

     7

年 月 日

1

2

3

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

2

3

算

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 千 ㎡

％ 人

番
 

号
概　要

 移転又は設定
に係る権利

種 別

種　類

内　容

内 容 

所　　有　　権

権利者の氏名

番
 

号 所 有 者 の 住所

所　　　　　　有　　　　　　権

所有者の氏名

利　用　の
現        況

対

価

の

額

等

に

関

す

る

事

項
有
・
無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

実

測

清

移転又は設定の態様

内容所有者の氏名所有者の住所 種別

物

等

に

関

す

る

事
項

土

地

に

存

す

る

工
作

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利

所 有 権 以 外 の 権 利

権利者の住所

1

堅固・非堅固の別

地目（現況）

利用目的に係
る土地の所在

合計（ｂ）平 均（(b)÷(a)）

（受理番号　第            　　号）

　工 作 物 等 に 関 す る 対 価 の 額 等土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

合計

存続期間 残存期間

用途等

合計(ａ)

地代（年額・円）

単　価（円／㎡）

地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

登  記  簿

対価の額（円）面　積（㎡）

 種　別

地           番

利用目的に係
る土地の面積

種　類

特記事項

対価の額（円）

　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

番
 

号

地                     目

契 約 の 相 手 方 （ 譲 渡 人 ） の 住 所

　　　　　　　　　　　国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記

土
 

地
 

に
 

関
 

す
 
る
 

事
 

項

登記簿（㎡）

金 融 保 険 業

商 業

運 輸 業

実  測（㎡）

面                    積

建 設 業

様式第三(様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

製 造 業

新　潟　市　長　　様

権利取得者（譲受人）

住  所

そ の 他

契約締結年月日氏                         名

譲
受
人
業
種

不 動 産 業

利用計画の
概         要

電話

 契約の相手方等
 に関する事項

現      況

登                記                 簿

利
用
の
現
況
の
変
更

※
利

用

目

的

所                                                     在

その他

※         受  付  印

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

都市計画法上の
区　　域

　（市街化区域、市街化調整区域、未線引き都市計画区域、都市計画区域外）
　用途地域（無指定、第　   種低層住居、第　   種中高層住居、第     種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工業専用）

　容 積  率　　  　％
　建ぺい率　  　　％

 その他参考と
なるべき事項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る
事
項

有
・
無

人工面率  計画人口

町  又  は  字
住   居   表   示

氏  名

（担当者）

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

権 利 者 の 住 所

記載例５（共有持分の売買）

○○○ー○○○○
新潟市○○区○○1-1-1

025-XXX-XXXX

株式会社 ●●● 代表取締役 ○○ ○○

総務課 □□ □□

025-XXX-XXXX

代理人による提出の場合は委任状が必要
※社員の場合は不要

新潟市□□区□□1-1 株式会社■■ 代表取締役 □□ □ ０ ５ ０ ４  ０ １

法人の場合は代表者氏名まで記載

□□区○○1丁目 １２３番 □□区○○1丁目1番2号 宅地 宅地 5,000㎡ 2,500㎡

全体面積に共有持分を
乗じた面積を記載

5,000㎡

事務所用地 該当なし 該当なし

事務所 鉄骨造
8階

所有権 該当なし

売 買 該当なし

宅地 ２ ５ ０ ０ ０ ０

２ ５ ０ ０ ０ ０

250,000,000

２ ５ ０  ０ ０ ０ ０ ０ ０

 １ ０ ０ ０ ０ ０ 事務所 ７ ０ ０ ０ ０ ０ ０

７ ０ ０ ０ ０ ０ ０

この欄は必ず記入してください
（可能な限り詳細に記載）

共同住宅 分譲予定⼾数 100⼾

□□区○○1丁目123番 ５ ０ ０ ０ ０ ０
100 → 100 400

 １ ０ ０ ０ ０ ０

200
60

令和５  ４   １０  

A社との共同事業のために共有持分50％を取得。

人工的に手を加える面積の割合の変化 想定人口、計画従業員数など

欄外の数値は切り捨て

2,500㎡

共有持分相当面積を記載

全体面積を記載

共有持分を記載。共同事業の場合もその旨記載

1筆ごとに記載。欄が不足する場合は、
別紙に同様の内容を記載し添付



年 月 日

　

　
    　

〒 電  話 1

2

3

4

5

6

     7

年 月 日

1

2

3

計 ㎡ 計 ㎡

1

2

3

権利者の氏名

1

2

3

番

号

1

2

3

番

号
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

2

3

算

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

百万 千 ㎡

％ 人

番
 

号
概　要

 移転又は設定
に係る権利

種 別

種　類

内　容

内 容 

所　　有　　権

権利者の氏名

番
 

号 所 有 者 の 住所

所　　　　　　有　　　　　　権

所有者の氏名

利　用　の
現        況

対

価

の

額

等

に

関

す

る

事

項
有
・
無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項

実

測

清

移転又は設定の態様

内容所有者の氏名所有者の住所 種別

物

等

に

関

す

る

事
項

土

地

に

存

す

る

工
作

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利

所 有 権 以 外 の 権 利

権利者の住所

1

堅固・非堅固の別

地目（現況）

利用目的に係
る土地の所在

合計（ｂ）平 均（(b)÷(a)）

（受理番号　第            　　号）

　工 作 物 等 に 関 す る 対 価 の 額 等土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

合計

存続期間 残存期間

用途等

合計(ａ)

地代（年額・円）

単　価（円／㎡）

地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

登  記  簿

対価の額（円）面　積（㎡）

 種　別

地           番

利用目的に係
る土地の面積

種　類

特記事項

対価の額（円）

　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

番
 

号

地                     目

契 約 の 相 手 方 （ 譲 渡 人 ） の 住 所

　　　　　　　　　　　国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記

土
 

地
 

に
 

関
 

す
 
る
 

事
 

項

登記簿（㎡）

金 融 保 険 業

商 業

運 輸 業

実  測（㎡）

面                    積

建 設 業

様式第三(様式３－１－１）

土 地 売 買 等 届 出 書

製 造 業

新　潟　市　長　　様

権利取得者（譲受人）

住  所

そ の 他

契約締結年月日氏                         名

譲
受
人
業
種

不 動 産 業

利用計画の
概         要

電話

 契約の相手方等
 に関する事項

現      況

登                記                 簿

利
用
の
現
況
の
変
更

※
利

用

目

的

所                                                     在

その他

※         受  付  印

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

都市計画法上の
区　　域

　（市街化区域、市街化調整区域、未線引き都市計画区域、都市計画区域外）
　用途地域（無指定、第　   種低層住居、第　   種中高層住居、第     種住居、準住居、近隣商業、商業、準工業、工業、工業専用）

　容 積  率　　  　％
　建ぺい率　  　　％

 その他参考と
なるべき事項

土
地
の
利
用
目
的
等
に
関
す
る
事
項

有
・
無

人工面率  計画人口

町  又  は  字
住   居   表   示

氏  名

（担当者）

届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

権 利 者 の 住 所

記載例６（買いの一団）

○○○ー○○○○
新潟市○○区○○1-1-1

025-XXX-XXXX

株式会社 ●●● 代表取締役 ○○ ○○

総務課 □□ □□

025-XXX-XXXX

代理人による提出の場合は委任状が必要
※社員の場合は不要

新潟市□□区□□1-1 ほか●名 □□ □ ほか●名 ０ ５ ０ ４  ０ １

譲受人が同一な買いの一団は
複数契約をまとめて届出をすることが可能

500㎡

宅地 該当なし 該当なし

該当なし

売 買 該当なし

宅地 ５ ０ ０ ０ ０

５ ０ ０ ０ ０

50,000,000

５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

 １ ０ ０ ０ ０ ０

この欄は必ず記入してください
（可能な限り詳細に記載）

共同住宅 分譲予定⼾数 100⼾

□□区○○1丁目123番、ほか●筆 ２ ２ ０ ０ ０ ０
100 → 100 400

 １ ０ ０ ０ ０ ０

200
60

令和５  ４   １０  

買いの一団の届出。隣地を含む2,200㎡を開発し、共同住宅を建設。

人工的に手を加える面積の割合の変化 想定人口、計画従業員数など

欄外の数値は切り捨て

該当なし

別紙参照
欄が不足する場合は、別紙に同様の内容を記載
複数契約をまとめる場合は、相手方の住所、氏名も記載

まとめた合計面積を記載

まとめた合計を記載

買いの一団の一部の場合は、
一団の土地全体の面積を記載


